
日光市企業オフィス等立地支援事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内への企業のオフィス等（オフィス及びサテライトオフィスをいう。以

下同じ。）の立地の促進、雇用機会の創出、移住定住の推進と市内経済の活性化を図るとともに、

多様な働き方に対応するコワーキングスペースの設置を促進するために、オフィス等及びコワ

ーキングスペースの開設に要する経費の一部を補助する日光市オフィス等立地支援事業費補助

金（以下「補助金」という。）について、日光市補助金等交付規則（平成１８年日光市規則第５

９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(１) 事業者 営利を目的とする合名会社、合資会社、合同会社、株式会社（特例有限会社を

含む。）、監査法人、特殊業務法人、弁護士法人、税理士法人、司法書士法人、社会保険労務士

法人、土地家屋測量士法人、行政書士法人をいう。 

(２) オフィス 事業者が自らの事業に係る事務処理業務（事務処理業務に付随する軽作業を

含む。）を行う事務所（小売業、飲食業その他接客業を目的とした店舗又は住居兼用のものを

除き、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

その他の関係法令に違反しないものに限る。）をいう。 

(３) サテライトオフィス 事業者が本拠から離れたところに設置する通信機能を備えた遠隔

勤務のための事務所をいう。 

(４) コワーキングスペース 様々な属性の労働者及び学生等が、机、椅子、情報通信設備及 

び会議室等の実務に必要な設備を共有しながら、テレワークや利用者同士の交流等を行うこ 

とができる場所をいう。 

(５) 正規雇用従業員 オフィス等で従事するために事業者に直接雇用される者であって、次

に掲げる要件のいずれにも該当する者をいう。 

ア 労働契約の期間の定めがないこと。 

イ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）

及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）の被保険者であること。 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は、次の各号に掲げるもの 

とする。 

(１) オフィス等開設事業 市内に新たなオフィス等の開設又は市内へ本社を移転する事業 



(２) 雇用奨励事業 市内でのオフィス等の開設に伴い、既存の役員若しくは正規雇用従業員

が市内に移住する又は市内に住所を有する者を正規雇用者従業員として新たに雇用する事業 

(３) コワーキングスペース開設事業 市内に新たにコワーキングスペースを開設する事業 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号に掲げる事業

に応じて、それぞれ各号に掲げるものとする。 

 (１) オフィス等開設事業 本社が市外に所在する事業者であって、次に掲げる要件をいずれ

も満たす者 

  ア 本社の所在地の市税等を滞納していないこと。 

  イ 法人設立から１年以上経過しており、補助金交付決定後も２年以上事業を継続する意思

があること。 

  ウ 正規雇用従業員を雇用しており、経営の実態があること。 

  エ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）の適

用を受ける業種その他市長が不適当と認める業種でないこと。 

(２) 雇用奨励事業 オフィス等開設事業の補助金の交付決定を受けた事業者であって、オフィ

ス開設の３か月前から２年を経過する期間の間、開設するオフィス等に市民を正規雇用従業

員として雇用し、又は既存の役員又は正規雇用従業員を市内に転入させている事業者 

(３) コワーキングスペース開設事業 市内でコワーキングスペースを運営しようとする事業者

又は個人であって、次に掲げる要件をいずれも満たす者 

 ア 本社の所在地（個人にあっては、住所地）の市税等を滞納していないこと。 

  イ 補助金交付決定後も２年以上事業を継続する意思があること。 

  ウ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）の適

用を受ける業種その他市長が不適当と認める業種でないこと。  

（補助対象経費及び補助金の額等） 

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助金の額及び補助金の交

付回数は、別表に掲げるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、国、県等の他の制度等により他の補助、助成等を受ける又は既に

受けている場合は、補助の対象としない。 

３ 補助金は、予算の範囲内で交付する。 

（オフィス等開設事業及びコワーキングスペース開設事業に係る補助金の交付申請等） 

第６条 オフィス等開設事業及びコワーキングスペース開設事業に係る補助金の交付を受けよう

とする補助対象者は、日光市企業オフィス等立地支援事業費補助金交付申請書（様式第１号。



以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

(１) 定款の写し又はこれに類するものの写し 

(２) オフィス等又はコワーキングスペースの詳細がわかる資料（位置図及び平面図等） 

(３) 見積書又はオフィス等若しくはコワーキングスペースの開設に要する費用の内訳が分

かる書類の写し 

(４) 直近１期分の決算書の写し（事業者の場合に限る。） 

(５) 許認可証等の写し（許認可が必要な事業を営む場合に限る。） 

(６) 市税等の滞納がないことを証する書類 

（７） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請書が提出されたときは、その内容を審査し、速やかに補助金の交付  

の可否を決定し、規則第７条に定める補助金等(交付・不交付)決定通知書により当該申請  

書を提出した者に通知するものとする。 

（オフィス等開設事業及びコワーキングスペース開設事業に係る補助金の実績報告） 

第７条 補助対象者は、前条の規定による申請に係る補助対象事業が完了したときは、規則第１

３条に定める補助事業等実績報告書に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

 (１) 土地・建物の取得、賃貸借又は整備に係る契約書の写し 

 (２) 領収書その他の支払いを証する書類 

 (３) 補助対象事業の実施状況が分かる写真等 

（雇用奨励事業に係る補助金の交付申請等） 

第８条 雇用奨励事業に係る補助金の交付を受けようとする補助対象者は、日光市企業オフィス 

開設立地支援補助金（雇用奨励）交付申請書（様式第２号）に次に掲げる書類を添えて市長に 

申請しなければならない。 

(１) 雇用状況説明書（様式第３号） 

(２) 対象者に賃金を支払ったことを証する書類 

(３) 対象者の雇用形態及び雇用保険への加入を証する書類 

(４) 対象者の住民票の写し 

(５) オフィス等開設事業に係る補助金交付決定通知書の写し 

(６) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は前項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、規則第７条に定

める補助金等（交付・不交付）決定通知書により当該申請をした者に通知するものとする。 

 （雇用奨励事業に係る補助金の交付請求） 



第９条 前条第２項の規定により通知を受けた補助事業者が補助金の交付を受けようとするとき

は、規則第１７条に定める補助金等交付請求書に交付決定通知書の写しを添えて市長に提出し

なければならない。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

  



別表（第５条関係） 

事 業 の

区分 

補助対象経費 補助金の額 補助金の交

付回数 種別 対象 

オ フ ィ

ス 等 開

設 事 業

及 び コ

ワ ー キ

ン グ ス

ペ ー ス

開 設 事

業 

 

取得費 ・土地、建物の取得に要す

る経費 

・仲介手数料、礼金等 

補助対象経費に２分の１を

乗じて得た額とし、２００

万円を限度とする。 

一の補助対

象者につき

１回を限度

とする。 

施設整備

費 

・土地、建物の新設工事、

改修に要する経費 

・備品及び設備機器、什器

等の購入費並びに通信環

境等整備に要する経費 

・既存事務所からの移転に

要する経費（オフィス等開

設事業に限る。） 

補助対象経費に２分の１を

乗じて得た額とし、２００

万円を限度とする。 

一の補助対

象者につき

１回を限度

とする。 

 

 

使用料、

賃借料 

・土地、建物の賃借に要す

る経費 

・備品、機器の賃借に要す

る経費 

・ネット回線使用、警備委

託に要する費用 

月ごとの補助対象経費に２

分の１を乗じて得た額と

し、月額１０万円の２４か

月分までを限度とする。た

だし、サテライトオフィス

開設に係る場合は、月額５

万円の２４か月分を限度と

する。 

一の補助対

象者につき

一の年度に

１回を限度

とする。 

 

 

 

雇 用 奨

励事業 

給与 ・正規雇用従業員の雇用に

要する経費 

既存の役員又は正規雇用者

従業員が市内に移住又は市

内に住所を有する者を正規

雇用者従業員として新たに

雇用した数に２０万円を乗

じて得た額とし、２００万

円を限度とする。 

一の補助対

象者につき

一の年度に

１回を限度

とする。 

 

 

 

 

備考 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

 

 

 



様式第１号（第６条関係） 

年  月  日 

日光市長     様 

 

所在地               

申請者 名称及び              

代表者氏名             

 

日光市企業オフィス等立地支援事業費補助金交付申請書 

 

年度において、日光市企業オフィス等立地支援事業費補助金       円の交付を受

けたいので、日光市企業オフィス等立地支援事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定により関

係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

オ
フ
ィ
ス
概
要 

名 称  

所在地 日光市 

開設予定日        年   月   日 

利用者又は 

運営者 

 

添付書類 

１ 定款の写し又はこれに類するものの写し 

２ オフィス等又はコワーキングスペースの詳細がわかる資料（位置図及び

平面図等） 

３ 見積書又はオフィス等開設若しくはコワーキングスペースの開設整備に

要する費用の内訳が分かる書類の写し 

４ 直近１期分の決算書の写し（事業者の場合に限る。） 

５ 許認可証等の写し（許認可が必要な事業を営む場合に限る。） 

６ 市税等の滞納がないことを証する書類 

７ その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

  



（裏面） 

 

宣誓書 

 

日光市長 様 

 

私は、日光市企業オフィス等立地支援事業費補助金の交付申請をするに当たり、以下の事項

を宣誓いたします。 

 

１ この補助金を受けて営業しようとするオフィス等又はコワーキングスペースは、風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律の適用を受ける業種ではありません。 

 

２ 私の経営する法人は、正規従業員を雇用しており、経営の実態がある法人です。 

 （法人の場合） 

 

３ 補助金の対象となったオフィス等又はコワーキングスペースを継続して２年以上活用いた

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   年    月    日 

 

所在地               

 名称及び              

代表者氏名           ○印  

   

  



 (別紙１) 

補助対象経費計算書 

事業費（見積額） 金          円 

項目 内訳 金額（事業費） うち補助対象額 

１ 取得費           円          円 

２ 施設整備費           円          円 

３ 使用料・賃

借料 

          円          円 

合計           円          円 

交付申請 

算定額 

１取得費 
        円（①と②のいずれか低い額を記入）Ⓐ 

①      円×１／２＝     円 

②上限 ２００万円      

２施設整備

費 
        円（①と②のいずれか低い額を記入）Ⓑ 

①      円×１／２＝     円 

②上限 ２００万円  

３使用料・

賃借料 

□ 本社移転・支社開設 

        円（①と②のいずれか低い額を記入）©の１ 

①      円／月×１／２×  か月＝      円 

②１０万円× か月＝      円 

 

□ サテライトオフィス、コワーキングスペース 

        円（①と②のいずれか低い額を記入）©の２ 

①      円／月×１／２×  か月＝      円 

②５万円× か月＝      円 

補助金額 
           円（Ⓐ＋Ⓑ＋©の１または©の２） 

※３．使用料・賃借料の該当がある場合、別紙２を添付してください。 

 

 

 

  



（別紙２） 

補助金積算書      年度分 

賃料・使用

料補助 

月額賃料等計 月額補助金額 
今回の申請の対象

とする月数 
補助金額 

円 円 月 円 

回 補助対象月 申請状況（該当する項目に○を付けてください。） 

１ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

２ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

３ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

４ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

５ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

６ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

７ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

８ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

９ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

１０ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

１１ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

１２ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

１３ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

１４ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

１５ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

１６ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

１７ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

１８ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

１９ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

２０ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

２１ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

２２ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

２３ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

２４ 年  月 申請済 ・ 今回申請対象 ・ 次回以降申請対象 

 

  



様式第２号（第８条関係） 

年  月  日 

日光市長  様 

 

所在地               

申請者 名称及び              

代表者氏名           ○印  

 

 

日光市企業オフィス開設立地支援補助金（雇用奨励）交付申請書 

 

年度において、日光市企業オフィス開設立地支援補助金（雇用奨励）       円の

交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

 

○ 添付書類 

（１） 雇用状況説明書（様式第３号） 

（２） 対象者に賃金を支払ったことを証する書類 

（３） 対象者の雇用形態及び雇用保険への加入を証する書類 

（４） 対象者の住民票の写し 

（５） 補助金交付決定通知書の写し 

（６） その他市長が必要と認める書類 

  



様式第３号（第８条関係） 

雇用状況説明書 

 

オフィス開設等の日      年    月    日 

 

区  分 ☐新規雇用者      ☐転入者 

氏  名  

住  所 日光市 

雇用年月日    年  月  日   転入年月日     年  月 日 

個人情報の提

供について 

上記記載の内容について、日光市に提供することを同意します。 

 氏名             

 

区  分 ☐新規雇用者      ☐転入者 

氏  名  

住  所 日光市 

雇用年月日    年  月  日   転入年月日     年  月 日 

個人情報の提

供について 

上記記載の内容について、日光市に提供することを同意します。 

 氏名             

 

区  分 ☐新規雇用者      ☐転入者 

氏  名  

住  所 日光市 

雇用年月日    年  月  日   転入年月日     年  月 日 

個人情報の提

供について 

上記記載の内容について、日光市に提供することを同意します。 

 氏名             

 

区  分 ☐新規雇用者      ☐転入者 

氏  名  

住  所 日光市 

雇用年月日    年  月  日   転入年月日     年  月 日 

個人情報の提

供について 

上記記載の内容について、日光市に提供することを同意します。 

 氏名             

 


